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　所得についてみると、県内企業の現金給与総額
（埼玉県毎月勤労統計調査）は、昨年11月以降、前
年割れが続いたが、3月は前年比＋3.5％とプラスに
転じた。
　県内の雇用・所得環境は、厳しい状況にあるが、持
ち直しの動きがみられる。
〈先行き〉　当財団が4月に実施した埼玉県内賃金
改定状況調査によると、2021年度に正社員の賃上
げを実施するとした企業の割合は66.0％、非正社員
の賃上げを行う企業は26.5％といずれも3年ぶりに
増加した。賃上げ率については前年比+1.9％であっ
たが、本調査開始以降10年間、1.8～2.2％であるこ
とを考えると、大きな変動はなかった。

本年1～3月期の全国の実質経済成長率は、前期
比年率▲3.9％と3四半期ぶりのマイナス成長となっ
た。新型コロナウイルス感染拡大の影響で、大きく落
ち込んだ昨年4～6月期を底に、景気は持ち直しに転
じていたものの、年明け以降、東京圏や大阪圏を中
心とした11都府県に2回目の緊急事態宣言が発出さ
れ、個人消費が大きく落ち込んだ。足元では、感染拡
大により、サービス支出を中心に個人消費が弱い動
きとなっているものの、景気は総じてみれば持ち直し
の動きが続いている。

埼玉県についても、依然として厳しい状況にあるも
のの、持ち直しの動きがみられる。生産は全国と比べ
て回復テンポは鈍いものの、持ち直している。外食や
旅行等サービス関連支出は低水準であるものの、食
料品や家具・家事用品などで巣ごもり需要が引き続き
みられ、個人消費は、総じてみれば緩やかな持ち直し
の動きが続いている。設備投資、公共投資は持ち直し
ているものの、住宅投資は弱い動きが続いている。

○生産
〈現状〉　全国の鉱工業生産指数は、昨年4～6月期
を底に反転し、本年4月はコロナ感染拡大前（一昨年
10～12月期）の水準を上回った。埼玉県の鉱工業生
産指数も、昨年4～6月期まで4四半期連続で低下し
た後、持ち直しに転じたが、全国に比べると回復テン
ポは鈍くなっている。
　全国と比べると、埼玉県の製造業でウエイトの高
い食料品の生産指数は、首都圏の生産拠点としての
機能から、高くなっているものの、輸送機械の生産指
数が低くなっている。全国では、中国や米国向けの輸
出に支えられ、輸送機械の生産指数が昨年7～9月
期以降、回復している。県内の輸送機械の生産は国
内向けが多く、回復が遅れている。

〈先行き〉　今後は国内外でワクチン接種が進んで、
経済活動が正常化に向かえば、県内生産は緩やかな
持ち直しの動きが続くとみられる。
○雇用・所得
〈現状〉　県内の常用雇用指数（埼玉県毎月勤労統
計調査）をみると、昨年11・12月にコロナ感染拡大前
の水準を回復したものの、2回目の緊急事態宣言が
発出されると再び低下した。3月は前年比▲0.8％の
水準にあるものの、前月からは改善している。
　有効求人倍率をみると、4月の受理地別倍率（季

先行きの県内の雇用・所得については、国内外で
ワクチン接種が進んで、経済活動が正常化に向かえ
ば、持ち直しの動きが続くとみられる。
○個人消費
〈現状〉　県内（さいたま市）の二人以上世帯の消費
支出（住居費等を除く、家計調査）をみると、昨年7～
9月期の前年比▲15.0％を底に持ち直しに転じた。
　食料品は昨年来、前年比で多少の増減はあったも
のの、本年4月も前年比＋1.1％と底堅く推移してい
る。昨年4～6月期以降、前年割れが続いていた家
具・家事用品は4月に前年比＋58.4％と大きく伸び、
巣ごもり需要が続いていることが窺える。
　一方、サービス関連支出は、2回目の緊急事態宣
言が3月に終了し、4月以降、外食が前年比＋19.5％、
宿泊料が前年比＋98.5％とプラスに転じたものの、
昨年4月に１回目の緊急事態宣言が発出されて大き
く落ち込んだ反動で、2019年との比較では、外食が
約4割、宿泊料が5％程度の水準と、いまだ低水準と
なっている。
　供給側の統計からみても、生活必需品や感染予
防のための衛生用品、巣ごもり需要対応型の商品を
供給している業態は堅調である。スーパーやドラッグ
ストアは、本年１～3月期以降は前年水準が高かった
ことから、マイナスに転じているものの、昨年1～3月
期以来4四半期連続で前年比プラスで推移した。家
電大型専門店も高い伸びが続いている。ホームセン

節調整値）は0.94倍となった。同倍率は一昨年5月の
1.34倍をピークに、昨年12月の0.85倍まで低下し、
その後持ち直している。

ターも昨年1～3月期以来、プラスで推移している。
　自動車販売についてみると、埼玉県内の新車販
売台数（軽自動車含む乗用車）は、昨年7～9月期ま
で4四半期連続で前年を下回ってきたが、10～12月
期は消費税率引き上げに伴う反動減の影響で前年
実績が落ち込んでいたこともあって、前年比＋
17.2％と大幅に前年を上回った。本年1～3月期は
緊急事態宣言が発出されたこともあり、伸びはやや
鈍化したものの、4～5月は昨年の緊急事態宣言発
出による販売活動の制約から前年実績が落ち込ん
でいたこともあって、前年比＋38.6％と大幅に上
回った。

　外食や旅行等、サービス関連支出は低水準である
ものの、食料品や家具・家事用品など巣ごもり需要が
引き続きみられ、個人消費は、総じてみれば緩やかな
持ち直しの動きが続いている。 
〈先行き〉　今後は巣ごもり需要が一巡し、財に対す
る消費は徐々に落ち着いてくるものとみられる。一方、
ワクチン接種が進んでいくことで、外食や旅行等サー
ビス関連需要が徐々に高まり、個人消費は緩やかな
持ち直しの動きが続くものとみられる。
○住宅投資
〈現状〉　埼玉県の新設住宅着工戸数は、2018年7
～9月期以来、前年を下回って推移し、昨年10～12月
期には前年比＋0.6％とプラスに転じたものの、本年
1～3月期は同▲0.6％、4月は同▲8.9％と弱い動き

2020年以後の「世界最先端デジタル国家創造宣
言・官民データ活用推進基本計画」(2020年７月17
日閣議決定)、「デジタル・ガバメント実行計画」
（2020年12月25日改定、閣議決定）、デジタル改革
関連法（2021年５月12日成立）には、新型コロナウイ
ルス感染症への対応におけるデジタル化の遅れにつ
いての問題意識が反映されている。
デジタル化の遅れから発生した具体的なトラブルに
ついて、2020年12月改定の「デジタル・ガバメント実
行計画」は、「今般の新型コロナウイルス感染症拡大
への対応を通じて、以下のような行政デジタル化の課
題が指摘されたが、これらは、これまでの取組みにより
解決を目指してきた課題が一気に表面化し、社会全
体の問題として認識されたものと捉えるべきである」
として、次のような事例を挙げている。

計画上でトラブルを課題として挙げているが、デジ
タル関連のトラブルは、新型コロナウイルス感染症対
策において、スマートフォン向けの接触確認アプリ
「COCOA」の不具合放置（2021年１月末の報告ま
で約４ヶ月間）、ワクチン接種円滑化システム(V-SYS)
の不具合の発生（同年４月）、ワクチン接種記録シス
テム（VRS）の接種券読み取りエラーの発生（同年４
月）と続いているのが現状である。

国の「自治体ＤＸ推進計画」の位置付け
国の「行政デジタル化」政策を背景として、総務省

が「自治体ＤＸ推進計画」（以下、本計画）を2020年
12月25日に公表した。ＤＸとは、デジタルトランス
フォーメーションの略で、ＩＣＴ（情報通信技術）の浸透
が人々の生活をあらゆる面でより良い方向に変化さ
せること、と定義している。
その「本計画の趣旨」にあるように、本計画は、同日

に閣議決定された「デジタル・ガバメント実行計画」の
自治体の取組みの具体化と支援策等のとりまとめで
あり、法的な強制力があるものではない。地方自治法
上の「技術的助言」は、規範性・拘束性をもたないとさ
れている。

本計画で掲げられる政策は、「地方公共団体情報
システムの標準化に関する法律」などの法的な義務
付けや、補助金や交付金などの金銭的支援に誘導さ
れ自治体での実施が進められることになる。また、本
計画は、デジタル改革関連法の成立以前に作成され
たものであり、「（仮称）Gov-Cloudの活用に向けた
検討、デジタル庁の設置など国の動向を反映させるよ
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はじめに
2020年９月に発足した菅内閣の目玉政策は「デジ

タル庁の設置」による「行政のデジタル化」である。
今回は、これまでの「行政のデジタル化」の取組み

の経緯を概観し、その中で、自治体に大きな影響を与
える「自治体ＤＸ推進計画」について、その位置付け
と課題について述べたい。

国のＩＴ（情報技術）戦略と行政のデジタル化
我が国のIT（情報技術）の活用のための政策は、
2000年のＩＴ基本法に基づく2001年のe-Japan戦
略から以下の表のように様々な戦略、宣言、計画に基
づき推進されてきた。
「行政のデジタル化」については、世界最先端ＩＴ国
家創造宣言・官民データ活用推進基本計画（2017年

う適宜見直しを行う」、「総務省は、国の施策展開を踏
まえつつ、業務改革（ＢＰＲ）を含めた標準化等の進め
方について『（仮称）自治体ＤＸ推進手順書』として、
21年夏を目途に提示する」と、あるように、中間的なも
のである。

「自治体ＤＸ推進計画」の概要
本計画の内容は、以下のように（自治体の）推進体
制の構築と、（自治体の取り組むべき）重点取組事項
の２つの柱からなる。

なお、「自治体ＤＸの取組みとあわせて取り組むべき
事項」として、①地域社会のデジタル化、②デジタルデ
バイド対策（地域住民に対するきめ細やかなデジタル

活用支援）も記されている。

「自治体ＤＸ推進計画」の中核的取組み
～システムの標準化～
重点取組事項の中でも力点が置かれるのが、目標
時期を2025年度とする「(仮称)Gov-Cloud」の活
用による自治体の情報システムの標準化である。「地
方公共団体情報システムの標準化に関する法律
（2021年５月12日成立、2021年９月１日施行予定）」
において、この方向は法定されており、①情報システ
ムの標準化の対象範囲を政令で定め、②国が基本方
針を作成したうえで、③各省の管轄する情報システム
の基準を策定し、④地方公共団体による基準に適合
した情報システムの利用を行うものとしている（地方
公共団体の①の事務の処理に利用する情報システ
ムは、③の基準に適合することが必要）。現時点で、①
については、児童手当、住民基本台帳、選挙人名簿管
理、固定資産税、個人住民税などの17の事務が想定
されている。
その他の措置として地方公共団体は、国による全
国的なクラウド（（仮称)Gov-Cloudを想定）活用の
環境整備の状況を踏まえつつ、当該環境においてク
ラウドを活用して情報システムを利用するよう努める
こと、国は、標準化のために必要な財政措置を講ず
るよう努めるとともに、地方公共団体が基準への適
合を判断するための支援等を実施すると定められて
いる。

～マイナンバーカードを活用した行政
の手続きのオンライン化～
標準化が行政側の合理化の課題とすると、利用者

の利便性を高める中心的な取組みが、マイナンバー
カードを活用する行政手続きのオンライン化である。
　本計画では、デジタル化による利便性の向上を国
民が早期に享受できるよう、2022年度末を目指して、
主に住民がマイナンバーカードを用いて申請を行う
ことが想定される手続（31手続）について、マイナ

ポータル（インターネット上の専用サービスサイト）か
らマイナンバーカードを用いてオンライン手続を可能
にするとしている。31手続きの内訳は、子育て関係
（15手続）、介護関係（11手続）、被災者支援（罹災
証明書）、自動車保有関係（４手続）である。オンライ
ン手続の前提となるマイナンバーカードについては、
2022年度末までにほとんどの住民が保有している
ことを目指している。

自治体の「自治体ＤＸ推進計画」への対応
自治体はこれまで、独自に行政のシステム化を進め

るとともに、マイナンバー関連法（2013年公布）によ
るマイナンバーカードの交付や活用などの法律や政
令、国のデジタル・ガバメント実行計画に示された全
国的な課題に取り組んでおり、それぞれの自治体がＩ
Ｔ推進計画や情報システム化計画などの名称で計画
的な取組みを進めてきた。
総務省の「自治体ＤＸ推進計画」を踏まえた自治体
計画としては、埼玉県が既に「埼玉県デジタルトラン
スフォーメーション推進計画」（2021年３月）を策定し
ている。
デジタル改革関連法の成立が2021年５月となっ

たこと、また「（仮称）自治体ＤＸ推進手順書」などの
政策の詳細が今後明らかにされることから、国のデ
ジタル改革の方針や計画に対応した自治体計画が
本格的に策定されるのは、2021年度中になると思
われる。

「自治体ＤＸ推進計画」の課題
「デジタル・ガバメント実行計画（2020年12月改
定）」において、国は「取組みにおいては、多様な地方
公共団体の実情や進捗をきめ細かく把握し、丁寧に
意見を聴いて進める」としている。「自治体ＤＸ推進
計画」は強制力がなく、また、各自治体の保有する多
様なシステムの情報も国側が全て把握しているわけ
ではないので、国と地方の協働が標準化等の施策の
推進の鍵といえる。

一方、2020年12月に公表された方針や計画の事
業において既に様々なトラブルや遅れが起きている。
2021年３月に予定されていたマイナンバーカードの
健康保険証としての利用も不備が発覚し10月までは
本格運用に入れない状況であり、「自治体ＤＸ推進計
画」の重点取組事項のマイナンバーカードの普及促
進についても、2022年度末の目標の達成困難との見
込みがIT改革担当相により示されている。
デジタル関連のトラブルにおいて、留意が必要なの
は、原因は国にあるが、苦情を受け非難の矢面に立た
されるのが住民に近い市町村である例が多く見られ
ることである。例えば「デジタル・ガバメント実行計画
（2020年12月改定）」には、特別定額給付金のマイ
ナンバー利用時の混乱について「マイナポータルから
送信された申請受付データをデジタルデータのまま
処理する体制が整っていなかった」としているが、体
制を整えず、不完全なデータを自治体に渡るようにし
たのは国（総務省）であり、給付の遅れで住民の苦情
を受けたのは市町村である。
そのような場合、国が責任を明確にしないならば、

自治体の不信感を生み、その不信感がシステムの標
準化や行政のオンライン化という正しい方向の取組
みについても推進の障害となることが予想される。自
治体にとって、国の方針に従うことが住民とのトラブ
ルにつながるのならば、できるだけ（成功事例がある
程度示されるまで）取組みを遅らせることが合理的な
選択になってしまい意欲的・先進的な取組みがなされ
なくなる。
続発するデジタル関連のトラブルについては、案件

ごとに記録とともに責任を明確化することが求められ
る。それが、遠回りでも国と自治体・住民の間の信頼を
醸成し改革の推進につながると思われる。
加えて、自治体が原因である場合でも、トラブル
発生時、発生後の対応において、住民の理解と信
頼感を確保できる方針と体制の整備が、各自治体
の今後策定するＤＸ推進計画の中でも求められる
だろう。

5月30日閣議決定）の下に「デジタル・ガバメント推進
方針」（2017年５月30日IT総合戦略本部決定）が策
定され、それに基づき「デジタル・ガバメント実行計
画」が策定・改定されてきた。
しかしながら、2020年1月からの新型コロナウイル
ス感染症の流行への対応において、世界最先端IT
国家、デジタル国家を標榜していたにもかかわらずデ
ジタル分野に関わる様々なトラブルが発生し、その度
ごとに対応を迫られるとともに、社会全体のデジタル
化の遅れがあらわになった。
そのため、菅内閣により、「デジタル社会の実現に
向けた改革の基本方針」（2020年12月25日閣議決
定）においてＩＴ基本法の全面的な見直しを行い、デ
ジタル社会の形成に関する司令塔として、デジタル庁
を設置することが示された。

自治体ＤＸ推進計画の
位置付けと課題

●国のＩＴ（情報技術）活用にかかわる法律と戦略、行政のデジタル化の推移

が続いている。
　内訳をみると、持家は、昨年10～12月期に同＋
0.4％と5四半期ぶりに前年を上回り、本年1～3月
期は同＋14.5％、4月も同＋14.9％と高い伸びと
なったものの、分譲は本年1～3月期以降、マンション
の落ち込みが大きく、1～3月期は同▲10.0％、4月
も同▲23.6％と大きく減少した。

　一方、不動産経済研究所が発表している埼玉県
のマンション発売戸数は、モデルルームへの集客が
困難だったことなどから、昨年1～3月期は前年比▲
74.3％、4～6月期は同▲75.7％と、前年を大幅に下
回っていたが、7～9月期以降はそれまでの反動も
あって、前年を上回って推移している。4月についても、
前年の落ち込みが大きかったことから、同＋85.1％と
前年を大きく上回っているが、コロナ感染拡大前の5
年間（2015～2019年）平均の4月の販売水準と比
べると、6割程度の水準にとどまっている。
〈先行き〉　利便性のよい駅近のマンション販売価格
が高止まりしていること、コロナ禍においてテレワーク
が普及し始めていることから、マンションを避け、駅か
ら離れた郊外の持家を求める傾向が続くとみられる。
マンションが減少する一方で、持家が増加し、先行き
の住宅投資は横ばいで推移するとみられる。
○設備投資
〈現状〉　関東財務局の本年3月発表の法人企業景
気予測調査によると、埼玉県内企業の2020年度の

設備投資計画額（実績見込み）は前年度比+3.5％と
前年を上回ったとみられる。当財団が本年4月に実施
した企業経営動向調査においても、1～3月期の設備
投資の季調済BSI（前四半期に比べて、設備が「増
加」した企業の割合－「減少」した企業の割合）は＋3
と、昨年10～12月期の▲6から改善しており、設備投
資は持ち直している。

〈先行き〉　6月発表の法人企業景気予測調査によ
ると、埼玉県内企業の2021年度設備投資計画額は、
前年比＋7.9％と前年を上回っている。前回3月の同
調査では、設備が「過大」とする企業が「不足」とす
る企業よりも多かったが、今回調査では、「不足」とす
る企業が「過大」とする企業よりも多くなった。
　設備投資は持ち直しの動きが続くとみられる。
○公共投資
〈現状〉　2020年度の埼玉県の公共工事請負金額
は、前年比＋4.2％と2年連続で前年を上回った。発
注者別では、市町村と地方独立行政法人等が前年
割れとなったものの、国と埼玉県は前年を上回った。
4～5月の公共工事請負金額についても前年を上
回って推移している。
〈先行き〉　埼玉県の2021年度の一般会計当初予
算における公共事業費は前年度当初予算比▲3.4％
となったが、2月の2020年度補正予算と合わせてみ
ると、前年度比＋19.5％の1,396億円となり、国の

「防災・減災、国土強靭化のための5か年加速化対
策」（2021年度～2025年度の5年間）により、防災・
減災対策が推進される。公共投資の先行きは前年を
上回って推移するとみられる。

今後は国内外でワクチン接種が進むことにより、埼
玉県の景気は持ち直しの動きが続くとみられる。
生産は緩やかな持ち直しの動きが続くとみられる。
雇用・所得は回復し、ワクチン接種が進むことで、外
食や旅行等サービス需要が徐々に高まり、個人消費
は回復に向けた動きが続くとみられる。住宅投資は
横ばいで推移するとみられる。設備の不足感から設
備投資は増加し、公共投資は前年を上回って推移す
るとみられる。
但し、国内外でのワクチン接種の動向や、感染状
況によっては、下振れする可能性もある。（太田富雄）

法律 戦略

e-Japan戦略(2001年)

行政のデジタル化

ＩＴ基本法
(2000年)

内閣情報通信政策監
（政府CIO）法定設置（2013年）
マイナンバー法（2013年）

官民データ基本法
（2016年）

デジタル手続法
（2019年）

e-Japan戦略Ⅱ(2003年)

世界最先端IT国家創造宣言(2013年)

世界最先端IT国家創造宣言･
官民データ活用推進基本計画(2017年)

デジタル・ガバメント実行計画
（2018年1月）

（eガバメント閣僚会議決定）

改定（2018年7月）
（デジタル・ガバメント閣僚会議決定）

・国際対応、ＳＤＧｓ対応

改定（2019年12月）（閣議決定）
・デジタル手続法対応、

マイナンバーカードの普及・活用

改定（2020年12月）（閣議決定）
・新型コロナウイルス感染症対策の経験、
　国・地方デジタル化方針を盛り込む

世界最先端デジタル国家創造宣言・
官民データ活用推進基本計画

(2018年、2019年)

世界最先端デジタル国家創造宣言・
官民データ活用推進基本計画

（2020年7月）

デジタル社会の実現に向けた
改革の基本方針(2020年12月)

デジタル改革関連法（2021年5月成立）
（デジタル社会形成基本法、デジタル社会の形成
を図るための関係法律の整備に関する法律、デジ
タル庁設置法、公的給付の支給等の迅速かつ確実
な実施のための預貯金口座の登録等に関する法
律、預貯金者の意思に基づく個人番号の利用によ
る預貯金口座の管理等に関する法律、地方公共団
体情報システムの標準化に関する法律、※IT基本
法は廃止）

デジタル・ガバメント推進方針
（2017年5月）

・特別定額給付金について、マイナンバーカード及びマイナポー
タルを利用した申請を可能としたものの、マイナポータルから
送信された申請受付データをデジタルデータのまま処理する
体制が整っていなかったこと等により申請から給付まで一貫し
たデジタル完結ができず、迅速な給付等に支障が出たケースが
あった。また、マイナンバーカードの普及促進も課題であった。

・雇用調整助成金について、内閣情報通信政策監や厚生労働省
PMOの下で行われる一元的プロジェクト管理による対応がな
されることなく急遽システムを整備した結果、複数のシステム
障害が発生し、運用停止を余儀なくされるなどガバナンスが徹
底されていなかった。

・保健所・医療機関からの陽性者の報告が当初ファックスで行わ
れていたことや、一部地域で集計がアナログで行われていたこ
となど、データをリアルタイムで共有し、活用することが十分に
できなかった。また、民間事業者が、住民から得られるデータを
活用して感染症対策に資するサービスを提供するに当たり、居
住地域ごとに異なる個人情報保護ルールに対応する必要に迫
られたケースがあった。

・テレワークが重要となる一方、書面・押印・対面が法令や慣行に
より求められるため、出社を余儀なくされるケースがあり、これ
は民間だけでなく行政の会計、人事等の内部手続においても同
様であった。また、各府省の LAN 環境が縦割りで構築されてい
るため、各府省間や民間企業、地方公共団体との間でのWeb 
会議サービスの接続が困難となる状況が発生した。

●自治体ＤＸ推進計画　本計画の趣旨より

　総務省は、「デジタル・ガバメント実行計画」における各施策につ
いて、自治体が重点的に取り組むべき事項・内容を具体化するとと
もに、総務省及び関係省庁による支援策等をとりまとめ、「自治体 
DX推進計画」として策定し、デジタル社会の構築に向けた取組み
を全自治体において着実に進めていく。

　なお、本計画に記載された自治体の取組みに関する内容につい
ては、地方自治法第245条の４第１項に基づく技術的助言である。

●行政デジタル化の課題
　デジタル・ガバメント実行計画　本計画の趣旨より
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　所得についてみると、県内企業の現金給与総額
（埼玉県毎月勤労統計調査）は、昨年11月以降、前
年割れが続いたが、3月は前年比＋3.5％とプラスに
転じた。
　県内の雇用・所得環境は、厳しい状況にあるが、持
ち直しの動きがみられる。
〈先行き〉　当財団が4月に実施した埼玉県内賃金
改定状況調査によると、2021年度に正社員の賃上
げを実施するとした企業の割合は66.0％、非正社員
の賃上げを行う企業は26.5％といずれも3年ぶりに
増加した。賃上げ率については前年比+1.9％であっ
たが、本調査開始以降10年間、1.8～2.2％であるこ
とを考えると、大きな変動はなかった。

本年1～3月期の全国の実質経済成長率は、前期
比年率▲3.9％と3四半期ぶりのマイナス成長となっ
た。新型コロナウイルス感染拡大の影響で、大きく落
ち込んだ昨年4～6月期を底に、景気は持ち直しに転
じていたものの、年明け以降、東京圏や大阪圏を中
心とした11都府県に2回目の緊急事態宣言が発出さ
れ、個人消費が大きく落ち込んだ。足元では、感染拡
大により、サービス支出を中心に個人消費が弱い動
きとなっているものの、景気は総じてみれば持ち直し
の動きが続いている。

埼玉県についても、依然として厳しい状況にあるも
のの、持ち直しの動きがみられる。生産は全国と比べ
て回復テンポは鈍いものの、持ち直している。外食や
旅行等サービス関連支出は低水準であるものの、食
料品や家具・家事用品などで巣ごもり需要が引き続き
みられ、個人消費は、総じてみれば緩やかな持ち直し
の動きが続いている。設備投資、公共投資は持ち直し
ているものの、住宅投資は弱い動きが続いている。

○生産
〈現状〉　全国の鉱工業生産指数は、昨年4～6月期
を底に反転し、本年4月はコロナ感染拡大前（一昨年
10～12月期）の水準を上回った。埼玉県の鉱工業生
産指数も、昨年4～6月期まで4四半期連続で低下し
た後、持ち直しに転じたが、全国に比べると回復テン
ポは鈍くなっている。
　全国と比べると、埼玉県の製造業でウエイトの高
い食料品の生産指数は、首都圏の生産拠点としての
機能から、高くなっているものの、輸送機械の生産指
数が低くなっている。全国では、中国や米国向けの輸
出に支えられ、輸送機械の生産指数が昨年7～9月
期以降、回復している。県内の輸送機械の生産は国
内向けが多く、回復が遅れている。

〈先行き〉　今後は国内外でワクチン接種が進んで、
経済活動が正常化に向かえば、県内生産は緩やかな
持ち直しの動きが続くとみられる。
○雇用・所得
〈現状〉　県内の常用雇用指数（埼玉県毎月勤労統
計調査）をみると、昨年11・12月にコロナ感染拡大前
の水準を回復したものの、2回目の緊急事態宣言が
発出されると再び低下した。3月は前年比▲0.8％の
水準にあるものの、前月からは改善している。
　有効求人倍率をみると、4月の受理地別倍率（季

先行きの県内の雇用・所得については、国内外で
ワクチン接種が進んで、経済活動が正常化に向かえ
ば、持ち直しの動きが続くとみられる。
○個人消費
〈現状〉　県内（さいたま市）の二人以上世帯の消費
支出（住居費等を除く、家計調査）をみると、昨年7～
9月期の前年比▲15.0％を底に持ち直しに転じた。
　食料品は昨年来、前年比で多少の増減はあったも
のの、本年4月も前年比＋1.1％と底堅く推移してい
る。昨年4～6月期以降、前年割れが続いていた家
具・家事用品は4月に前年比＋58.4％と大きく伸び、
巣ごもり需要が続いていることが窺える。
　一方、サービス関連支出は、2回目の緊急事態宣
言が3月に終了し、4月以降、外食が前年比＋19.5％、
宿泊料が前年比＋98.5％とプラスに転じたものの、
昨年4月に１回目の緊急事態宣言が発出されて大き
く落ち込んだ反動で、2019年との比較では、外食が
約4割、宿泊料が5％程度の水準と、いまだ低水準と
なっている。
　供給側の統計からみても、生活必需品や感染予
防のための衛生用品、巣ごもり需要対応型の商品を
供給している業態は堅調である。スーパーやドラッグ
ストアは、本年１～3月期以降は前年水準が高かった
ことから、マイナスに転じているものの、昨年1～3月
期以来4四半期連続で前年比プラスで推移した。家
電大型専門店も高い伸びが続いている。ホームセン

節調整値）は0.94倍となった。同倍率は一昨年5月の
1.34倍をピークに、昨年12月の0.85倍まで低下し、
その後持ち直している。

ターも昨年1～3月期以来、プラスで推移している。
　自動車販売についてみると、埼玉県内の新車販
売台数（軽自動車含む乗用車）は、昨年7～9月期ま
で4四半期連続で前年を下回ってきたが、10～12月
期は消費税率引き上げに伴う反動減の影響で前年
実績が落ち込んでいたこともあって、前年比＋
17.2％と大幅に前年を上回った。本年1～3月期は
緊急事態宣言が発出されたこともあり、伸びはやや
鈍化したものの、4～5月は昨年の緊急事態宣言発
出による販売活動の制約から前年実績が落ち込ん
でいたこともあって、前年比＋38.6％と大幅に上
回った。

　外食や旅行等、サービス関連支出は低水準である
ものの、食料品や家具・家事用品など巣ごもり需要が
引き続きみられ、個人消費は、総じてみれば緩やかな
持ち直しの動きが続いている。 
〈先行き〉　今後は巣ごもり需要が一巡し、財に対す
る消費は徐々に落ち着いてくるものとみられる。一方、
ワクチン接種が進んでいくことで、外食や旅行等サー
ビス関連需要が徐々に高まり、個人消費は緩やかな
持ち直しの動きが続くものとみられる。
○住宅投資
〈現状〉　埼玉県の新設住宅着工戸数は、2018年7
～9月期以来、前年を下回って推移し、昨年10～12月
期には前年比＋0.6％とプラスに転じたものの、本年
1～3月期は同▲0.6％、4月は同▲8.9％と弱い動き

2020年以後の「世界最先端デジタル国家創造宣
言・官民データ活用推進基本計画」(2020年７月17
日閣議決定)、「デジタル・ガバメント実行計画」
（2020年12月25日改定、閣議決定）、デジタル改革
関連法（2021年５月12日成立）には、新型コロナウイ
ルス感染症への対応におけるデジタル化の遅れにつ
いての問題意識が反映されている。
デジタル化の遅れから発生した具体的なトラブルに
ついて、2020年12月改定の「デジタル・ガバメント実
行計画」は、「今般の新型コロナウイルス感染症拡大
への対応を通じて、以下のような行政デジタル化の課
題が指摘されたが、これらは、これまでの取組みにより
解決を目指してきた課題が一気に表面化し、社会全
体の問題として認識されたものと捉えるべきである」
として、次のような事例を挙げている。

計画上でトラブルを課題として挙げているが、デジ
タル関連のトラブルは、新型コロナウイルス感染症対
策において、スマートフォン向けの接触確認アプリ
「COCOA」の不具合放置（2021年１月末の報告ま
で約４ヶ月間）、ワクチン接種円滑化システム(V-SYS)
の不具合の発生（同年４月）、ワクチン接種記録シス
テム（VRS）の接種券読み取りエラーの発生（同年４
月）と続いているのが現状である。

国の「自治体ＤＸ推進計画」の位置付け
国の「行政デジタル化」政策を背景として、総務省

が「自治体ＤＸ推進計画」（以下、本計画）を2020年
12月25日に公表した。ＤＸとは、デジタルトランス
フォーメーションの略で、ＩＣＴ（情報通信技術）の浸透
が人々の生活をあらゆる面でより良い方向に変化さ
せること、と定義している。
その「本計画の趣旨」にあるように、本計画は、同日

に閣議決定された「デジタル・ガバメント実行計画」の
自治体の取組みの具体化と支援策等のとりまとめで
あり、法的な強制力があるものではない。地方自治法
上の「技術的助言」は、規範性・拘束性をもたないとさ
れている。

本計画で掲げられる政策は、「地方公共団体情報
システムの標準化に関する法律」などの法的な義務
付けや、補助金や交付金などの金銭的支援に誘導さ
れ自治体での実施が進められることになる。また、本
計画は、デジタル改革関連法の成立以前に作成され
たものであり、「（仮称）Gov-Cloudの活用に向けた
検討、デジタル庁の設置など国の動向を反映させるよ

主席研究員
萩原 淳司

はじめに
2020年９月に発足した菅内閣の目玉政策は「デジ

タル庁の設置」による「行政のデジタル化」である。
今回は、これまでの「行政のデジタル化」の取組み

の経緯を概観し、その中で、自治体に大きな影響を与
える「自治体ＤＸ推進計画」について、その位置付け
と課題について述べたい。

国のＩＴ（情報技術）戦略と行政のデジタル化
我が国のIT（情報技術）の活用のための政策は、
2000年のＩＴ基本法に基づく2001年のe-Japan戦
略から以下の表のように様々な戦略、宣言、計画に基
づき推進されてきた。
「行政のデジタル化」については、世界最先端ＩＴ国
家創造宣言・官民データ活用推進基本計画（2017年

う適宜見直しを行う」、「総務省は、国の施策展開を踏
まえつつ、業務改革（ＢＰＲ）を含めた標準化等の進め
方について『（仮称）自治体ＤＸ推進手順書』として、
21年夏を目途に提示する」と、あるように、中間的なも
のである。

「自治体ＤＸ推進計画」の概要
本計画の内容は、以下のように（自治体の）推進体
制の構築と、（自治体の取り組むべき）重点取組事項
の２つの柱からなる。

なお、「自治体ＤＸの取組みとあわせて取り組むべき
事項」として、①地域社会のデジタル化、②デジタルデ
バイド対策（地域住民に対するきめ細やかなデジタル

活用支援）も記されている。

「自治体ＤＸ推進計画」の中核的取組み
～システムの標準化～
重点取組事項の中でも力点が置かれるのが、目標
時期を2025年度とする「(仮称)Gov-Cloud」の活
用による自治体の情報システムの標準化である。「地
方公共団体情報システムの標準化に関する法律
（2021年５月12日成立、2021年９月１日施行予定）」
において、この方向は法定されており、①情報システ
ムの標準化の対象範囲を政令で定め、②国が基本方
針を作成したうえで、③各省の管轄する情報システム
の基準を策定し、④地方公共団体による基準に適合
した情報システムの利用を行うものとしている（地方
公共団体の①の事務の処理に利用する情報システ
ムは、③の基準に適合することが必要）。現時点で、①
については、児童手当、住民基本台帳、選挙人名簿管
理、固定資産税、個人住民税などの17の事務が想定
されている。
その他の措置として地方公共団体は、国による全
国的なクラウド（（仮称)Gov-Cloudを想定）活用の
環境整備の状況を踏まえつつ、当該環境においてク
ラウドを活用して情報システムを利用するよう努める
こと、国は、標準化のために必要な財政措置を講ず
るよう努めるとともに、地方公共団体が基準への適
合を判断するための支援等を実施すると定められて
いる。

～マイナンバーカードを活用した行政
の手続きのオンライン化～
標準化が行政側の合理化の課題とすると、利用者

の利便性を高める中心的な取組みが、マイナンバー
カードを活用する行政手続きのオンライン化である。
　本計画では、デジタル化による利便性の向上を国
民が早期に享受できるよう、2022年度末を目指して、
主に住民がマイナンバーカードを用いて申請を行う
ことが想定される手続（31手続）について、マイナ

ポータル（インターネット上の専用サービスサイト）か
らマイナンバーカードを用いてオンライン手続を可能
にするとしている。31手続きの内訳は、子育て関係
（15手続）、介護関係（11手続）、被災者支援（罹災
証明書）、自動車保有関係（４手続）である。オンライ
ン手続の前提となるマイナンバーカードについては、
2022年度末までにほとんどの住民が保有している
ことを目指している。

自治体の「自治体ＤＸ推進計画」への対応
自治体はこれまで、独自に行政のシステム化を進め

るとともに、マイナンバー関連法（2013年公布）によ
るマイナンバーカードの交付や活用などの法律や政
令、国のデジタル・ガバメント実行計画に示された全
国的な課題に取り組んでおり、それぞれの自治体がＩ
Ｔ推進計画や情報システム化計画などの名称で計画
的な取組みを進めてきた。
総務省の「自治体ＤＸ推進計画」を踏まえた自治体
計画としては、埼玉県が既に「埼玉県デジタルトラン
スフォーメーション推進計画」（2021年３月）を策定し
ている。
デジタル改革関連法の成立が2021年５月となっ

たこと、また「（仮称）自治体ＤＸ推進手順書」などの
政策の詳細が今後明らかにされることから、国のデ
ジタル改革の方針や計画に対応した自治体計画が
本格的に策定されるのは、2021年度中になると思
われる。

「自治体ＤＸ推進計画」の課題
「デジタル・ガバメント実行計画（2020年12月改
定）」において、国は「取組みにおいては、多様な地方
公共団体の実情や進捗をきめ細かく把握し、丁寧に
意見を聴いて進める」としている。「自治体ＤＸ推進
計画」は強制力がなく、また、各自治体の保有する多
様なシステムの情報も国側が全て把握しているわけ
ではないので、国と地方の協働が標準化等の施策の
推進の鍵といえる。

一方、2020年12月に公表された方針や計画の事
業において既に様々なトラブルや遅れが起きている。
2021年３月に予定されていたマイナンバーカードの
健康保険証としての利用も不備が発覚し10月までは
本格運用に入れない状況であり、「自治体ＤＸ推進計
画」の重点取組事項のマイナンバーカードの普及促
進についても、2022年度末の目標の達成困難との見
込みがIT改革担当相により示されている。
デジタル関連のトラブルにおいて、留意が必要なの
は、原因は国にあるが、苦情を受け非難の矢面に立た
されるのが住民に近い市町村である例が多く見られ
ることである。例えば「デジタル・ガバメント実行計画
（2020年12月改定）」には、特別定額給付金のマイ
ナンバー利用時の混乱について「マイナポータルから
送信された申請受付データをデジタルデータのまま
処理する体制が整っていなかった」としているが、体
制を整えず、不完全なデータを自治体に渡るようにし
たのは国（総務省）であり、給付の遅れで住民の苦情
を受けたのは市町村である。
そのような場合、国が責任を明確にしないならば、

自治体の不信感を生み、その不信感がシステムの標
準化や行政のオンライン化という正しい方向の取組
みについても推進の障害となることが予想される。自
治体にとって、国の方針に従うことが住民とのトラブ
ルにつながるのならば、できるだけ（成功事例がある
程度示されるまで）取組みを遅らせることが合理的な
選択になってしまい意欲的・先進的な取組みがなされ
なくなる。
続発するデジタル関連のトラブルについては、案件

ごとに記録とともに責任を明確化することが求められ
る。それが、遠回りでも国と自治体・住民の間の信頼を
醸成し改革の推進につながると思われる。
加えて、自治体が原因である場合でも、トラブル
発生時、発生後の対応において、住民の理解と信
頼感を確保できる方針と体制の整備が、各自治体
の今後策定するＤＸ推進計画の中でも求められる
だろう。

5月30日閣議決定）の下に「デジタル・ガバメント推進
方針」（2017年５月30日IT総合戦略本部決定）が策
定され、それに基づき「デジタル・ガバメント実行計
画」が策定・改定されてきた。
しかしながら、2020年1月からの新型コロナウイル
ス感染症の流行への対応において、世界最先端IT
国家、デジタル国家を標榜していたにもかかわらずデ
ジタル分野に関わる様々なトラブルが発生し、その度
ごとに対応を迫られるとともに、社会全体のデジタル
化の遅れがあらわになった。
そのため、菅内閣により、「デジタル社会の実現に
向けた改革の基本方針」（2020年12月25日閣議決
定）においてＩＴ基本法の全面的な見直しを行い、デ
ジタル社会の形成に関する司令塔として、デジタル庁
を設置することが示された。

自治体ＤＸ推進計画の
位置付けと課題

●国のＩＴ（情報技術）活用にかかわる法律と戦略、行政のデジタル化の推移

が続いている。
　内訳をみると、持家は、昨年10～12月期に同＋
0.4％と5四半期ぶりに前年を上回り、本年1～3月
期は同＋14.5％、4月も同＋14.9％と高い伸びと
なったものの、分譲は本年1～3月期以降、マンション
の落ち込みが大きく、1～3月期は同▲10.0％、4月
も同▲23.6％と大きく減少した。

　一方、不動産経済研究所が発表している埼玉県
のマンション発売戸数は、モデルルームへの集客が
困難だったことなどから、昨年1～3月期は前年比▲
74.3％、4～6月期は同▲75.7％と、前年を大幅に下
回っていたが、7～9月期以降はそれまでの反動も
あって、前年を上回って推移している。4月についても、
前年の落ち込みが大きかったことから、同＋85.1％と
前年を大きく上回っているが、コロナ感染拡大前の5
年間（2015～2019年）平均の4月の販売水準と比
べると、6割程度の水準にとどまっている。
〈先行き〉　利便性のよい駅近のマンション販売価格
が高止まりしていること、コロナ禍においてテレワーク
が普及し始めていることから、マンションを避け、駅か
ら離れた郊外の持家を求める傾向が続くとみられる。
マンションが減少する一方で、持家が増加し、先行き
の住宅投資は横ばいで推移するとみられる。
○設備投資
〈現状〉　関東財務局の本年3月発表の法人企業景
気予測調査によると、埼玉県内企業の2020年度の

設備投資計画額（実績見込み）は前年度比+3.5％と
前年を上回ったとみられる。当財団が本年4月に実施
した企業経営動向調査においても、1～3月期の設備
投資の季調済BSI（前四半期に比べて、設備が「増
加」した企業の割合－「減少」した企業の割合）は＋3
と、昨年10～12月期の▲6から改善しており、設備投
資は持ち直している。

〈先行き〉　6月発表の法人企業景気予測調査によ
ると、埼玉県内企業の2021年度設備投資計画額は、
前年比＋7.9％と前年を上回っている。前回3月の同
調査では、設備が「過大」とする企業が「不足」とす
る企業よりも多かったが、今回調査では、「不足」とす
る企業が「過大」とする企業よりも多くなった。
　設備投資は持ち直しの動きが続くとみられる。
○公共投資
〈現状〉　2020年度の埼玉県の公共工事請負金額
は、前年比＋4.2％と2年連続で前年を上回った。発
注者別では、市町村と地方独立行政法人等が前年
割れとなったものの、国と埼玉県は前年を上回った。
4～5月の公共工事請負金額についても前年を上
回って推移している。
〈先行き〉　埼玉県の2021年度の一般会計当初予
算における公共事業費は前年度当初予算比▲3.4％
となったが、2月の2020年度補正予算と合わせてみ
ると、前年度比＋19.5％の1,396億円となり、国の

「防災・減災、国土強靭化のための5か年加速化対
策」（2021年度～2025年度の5年間）により、防災・
減災対策が推進される。公共投資の先行きは前年を
上回って推移するとみられる。

今後は国内外でワクチン接種が進むことにより、埼
玉県の景気は持ち直しの動きが続くとみられる。
生産は緩やかな持ち直しの動きが続くとみられる。
雇用・所得は回復し、ワクチン接種が進むことで、外
食や旅行等サービス需要が徐々に高まり、個人消費
は回復に向けた動きが続くとみられる。住宅投資は
横ばいで推移するとみられる。設備の不足感から設
備投資は増加し、公共投資は前年を上回って推移す
るとみられる。
但し、国内外でのワクチン接種の動向や、感染状
況によっては、下振れする可能性もある。（太田富雄）

法律 戦略

e-Japan戦略(2001年)

行政のデジタル化

ＩＴ基本法
(2000年)

内閣情報通信政策監
（政府CIO）法定設置（2013年）
マイナンバー法（2013年）

官民データ基本法
（2016年）

デジタル手続法
（2019年）

e-Japan戦略Ⅱ(2003年)

世界最先端IT国家創造宣言(2013年)

世界最先端IT国家創造宣言･
官民データ活用推進基本計画(2017年)

デジタル・ガバメント実行計画
（2018年1月）

（eガバメント閣僚会議決定）

改定（2018年7月）
（デジタル・ガバメント閣僚会議決定）

・国際対応、ＳＤＧｓ対応

改定（2019年12月）（閣議決定）
・デジタル手続法対応、

マイナンバーカードの普及・活用

改定（2020年12月）（閣議決定）
・新型コロナウイルス感染症対策の経験、
　国・地方デジタル化方針を盛り込む

世界最先端デジタル国家創造宣言・
官民データ活用推進基本計画

(2018年、2019年)

世界最先端デジタル国家創造宣言・
官民データ活用推進基本計画

（2020年7月）

デジタル社会の実現に向けた
改革の基本方針(2020年12月)

デジタル改革関連法（2021年5月成立）
（デジタル社会形成基本法、デジタル社会の形成
を図るための関係法律の整備に関する法律、デジ
タル庁設置法、公的給付の支給等の迅速かつ確実
な実施のための預貯金口座の登録等に関する法
律、預貯金者の意思に基づく個人番号の利用によ
る預貯金口座の管理等に関する法律、地方公共団
体情報システムの標準化に関する法律、※IT基本
法は廃止）

デジタル・ガバメント推進方針
（2017年5月）

・特別定額給付金について、マイナンバーカード及びマイナポー
タルを利用した申請を可能としたものの、マイナポータルから
送信された申請受付データをデジタルデータのまま処理する
体制が整っていなかったこと等により申請から給付まで一貫し
たデジタル完結ができず、迅速な給付等に支障が出たケースが
あった。また、マイナンバーカードの普及促進も課題であった。

・雇用調整助成金について、内閣情報通信政策監や厚生労働省
PMOの下で行われる一元的プロジェクト管理による対応がな
されることなく急遽システムを整備した結果、複数のシステム
障害が発生し、運用停止を余儀なくされるなどガバナンスが徹
底されていなかった。

・保健所・医療機関からの陽性者の報告が当初ファックスで行わ
れていたことや、一部地域で集計がアナログで行われていたこ
となど、データをリアルタイムで共有し、活用することが十分に
できなかった。また、民間事業者が、住民から得られるデータを
活用して感染症対策に資するサービスを提供するに当たり、居
住地域ごとに異なる個人情報保護ルールに対応する必要に迫
られたケースがあった。

・テレワークが重要となる一方、書面・押印・対面が法令や慣行に
より求められるため、出社を余儀なくされるケースがあり、これ
は民間だけでなく行政の会計、人事等の内部手続においても同
様であった。また、各府省の LAN 環境が縦割りで構築されてい
るため、各府省間や民間企業、地方公共団体との間でのWeb 
会議サービスの接続が困難となる状況が発生した。

●自治体ＤＸ推進計画　本計画の趣旨より

　総務省は、「デジタル・ガバメント実行計画」における各施策につ
いて、自治体が重点的に取り組むべき事項・内容を具体化するとと
もに、総務省及び関係省庁による支援策等をとりまとめ、「自治体 
DX推進計画」として策定し、デジタル社会の構築に向けた取組み
を全自治体において着実に進めていく。

　なお、本計画に記載された自治体の取組みに関する内容につい
ては、地方自治法第245条の４第１項に基づく技術的助言である。

●行政デジタル化の課題
　デジタル・ガバメント実行計画　本計画の趣旨より
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　所得についてみると、県内企業の現金給与総額
（埼玉県毎月勤労統計調査）は、昨年11月以降、前
年割れが続いたが、3月は前年比＋3.5％とプラスに
転じた。
　県内の雇用・所得環境は、厳しい状況にあるが、持
ち直しの動きがみられる。
〈先行き〉　当財団が4月に実施した埼玉県内賃金
改定状況調査によると、2021年度に正社員の賃上
げを実施するとした企業の割合は66.0％、非正社員
の賃上げを行う企業は26.5％といずれも3年ぶりに
増加した。賃上げ率については前年比+1.9％であっ
たが、本調査開始以降10年間、1.8～2.2％であるこ
とを考えると、大きな変動はなかった。

本年1～3月期の全国の実質経済成長率は、前期
比年率▲3.9％と3四半期ぶりのマイナス成長となっ
た。新型コロナウイルス感染拡大の影響で、大きく落
ち込んだ昨年4～6月期を底に、景気は持ち直しに転
じていたものの、年明け以降、東京圏や大阪圏を中
心とした11都府県に2回目の緊急事態宣言が発出さ
れ、個人消費が大きく落ち込んだ。足元では、感染拡
大により、サービス支出を中心に個人消費が弱い動
きとなっているものの、景気は総じてみれば持ち直し
の動きが続いている。

埼玉県についても、依然として厳しい状況にあるも
のの、持ち直しの動きがみられる。生産は全国と比べ
て回復テンポは鈍いものの、持ち直している。外食や
旅行等サービス関連支出は低水準であるものの、食
料品や家具・家事用品などで巣ごもり需要が引き続き
みられ、個人消費は、総じてみれば緩やかな持ち直し
の動きが続いている。設備投資、公共投資は持ち直し
ているものの、住宅投資は弱い動きが続いている。

○生産
〈現状〉　全国の鉱工業生産指数は、昨年4～6月期
を底に反転し、本年4月はコロナ感染拡大前（一昨年
10～12月期）の水準を上回った。埼玉県の鉱工業生
産指数も、昨年4～6月期まで4四半期連続で低下し
た後、持ち直しに転じたが、全国に比べると回復テン
ポは鈍くなっている。
　全国と比べると、埼玉県の製造業でウエイトの高
い食料品の生産指数は、首都圏の生産拠点としての
機能から、高くなっているものの、輸送機械の生産指
数が低くなっている。全国では、中国や米国向けの輸
出に支えられ、輸送機械の生産指数が昨年7～9月
期以降、回復している。県内の輸送機械の生産は国
内向けが多く、回復が遅れている。

〈先行き〉　今後は国内外でワクチン接種が進んで、
経済活動が正常化に向かえば、県内生産は緩やかな
持ち直しの動きが続くとみられる。
○雇用・所得
〈現状〉　県内の常用雇用指数（埼玉県毎月勤労統
計調査）をみると、昨年11・12月にコロナ感染拡大前
の水準を回復したものの、2回目の緊急事態宣言が
発出されると再び低下した。3月は前年比▲0.8％の
水準にあるものの、前月からは改善している。
　有効求人倍率をみると、4月の受理地別倍率（季

先行きの県内の雇用・所得については、国内外で
ワクチン接種が進んで、経済活動が正常化に向かえ
ば、持ち直しの動きが続くとみられる。
○個人消費
〈現状〉　県内（さいたま市）の二人以上世帯の消費
支出（住居費等を除く、家計調査）をみると、昨年7～
9月期の前年比▲15.0％を底に持ち直しに転じた。
　食料品は昨年来、前年比で多少の増減はあったも
のの、本年4月も前年比＋1.1％と底堅く推移してい
る。昨年4～6月期以降、前年割れが続いていた家
具・家事用品は4月に前年比＋58.4％と大きく伸び、
巣ごもり需要が続いていることが窺える。
　一方、サービス関連支出は、2回目の緊急事態宣
言が3月に終了し、4月以降、外食が前年比＋19.5％、
宿泊料が前年比＋98.5％とプラスに転じたものの、
昨年4月に１回目の緊急事態宣言が発出されて大き
く落ち込んだ反動で、2019年との比較では、外食が
約4割、宿泊料が5％程度の水準と、いまだ低水準と
なっている。
　供給側の統計からみても、生活必需品や感染予
防のための衛生用品、巣ごもり需要対応型の商品を
供給している業態は堅調である。スーパーやドラッグ
ストアは、本年１～3月期以降は前年水準が高かった
ことから、マイナスに転じているものの、昨年1～3月
期以来4四半期連続で前年比プラスで推移した。家
電大型専門店も高い伸びが続いている。ホームセン

節調整値）は0.94倍となった。同倍率は一昨年5月の
1.34倍をピークに、昨年12月の0.85倍まで低下し、
その後持ち直している。

ターも昨年1～3月期以来、プラスで推移している。
　自動車販売についてみると、埼玉県内の新車販
売台数（軽自動車含む乗用車）は、昨年7～9月期ま
で4四半期連続で前年を下回ってきたが、10～12月
期は消費税率引き上げに伴う反動減の影響で前年
実績が落ち込んでいたこともあって、前年比＋
17.2％と大幅に前年を上回った。本年1～3月期は
緊急事態宣言が発出されたこともあり、伸びはやや
鈍化したものの、4～5月は昨年の緊急事態宣言発
出による販売活動の制約から前年実績が落ち込ん
でいたこともあって、前年比＋38.6％と大幅に上
回った。

　外食や旅行等、サービス関連支出は低水準である
ものの、食料品や家具・家事用品など巣ごもり需要が
引き続きみられ、個人消費は、総じてみれば緩やかな
持ち直しの動きが続いている。 
〈先行き〉　今後は巣ごもり需要が一巡し、財に対す
る消費は徐々に落ち着いてくるものとみられる。一方、
ワクチン接種が進んでいくことで、外食や旅行等サー
ビス関連需要が徐々に高まり、個人消費は緩やかな
持ち直しの動きが続くものとみられる。
○住宅投資
〈現状〉　埼玉県の新設住宅着工戸数は、2018年7
～9月期以来、前年を下回って推移し、昨年10～12月
期には前年比＋0.6％とプラスに転じたものの、本年
1～3月期は同▲0.6％、4月は同▲8.9％と弱い動き

2020年以後の「世界最先端デジタル国家創造宣
言・官民データ活用推進基本計画」(2020年７月17
日閣議決定)、「デジタル・ガバメント実行計画」
（2020年12月25日改定、閣議決定）、デジタル改革
関連法（2021年５月12日成立）には、新型コロナウイ
ルス感染症への対応におけるデジタル化の遅れにつ
いての問題意識が反映されている。
デジタル化の遅れから発生した具体的なトラブルに
ついて、2020年12月改定の「デジタル・ガバメント実
行計画」は、「今般の新型コロナウイルス感染症拡大
への対応を通じて、以下のような行政デジタル化の課
題が指摘されたが、これらは、これまでの取組みにより
解決を目指してきた課題が一気に表面化し、社会全
体の問題として認識されたものと捉えるべきである」
として、次のような事例を挙げている。

計画上でトラブルを課題として挙げているが、デジ
タル関連のトラブルは、新型コロナウイルス感染症対
策において、スマートフォン向けの接触確認アプリ
「COCOA」の不具合放置（2021年１月末の報告ま
で約４ヶ月間）、ワクチン接種円滑化システム(V-SYS)
の不具合の発生（同年４月）、ワクチン接種記録シス
テム（VRS）の接種券読み取りエラーの発生（同年４
月）と続いているのが現状である。

国の「自治体ＤＸ推進計画」の位置付け
国の「行政デジタル化」政策を背景として、総務省

が「自治体ＤＸ推進計画」（以下、本計画）を2020年
12月25日に公表した。ＤＸとは、デジタルトランス
フォーメーションの略で、ＩＣＴ（情報通信技術）の浸透
が人々の生活をあらゆる面でより良い方向に変化さ
せること、と定義している。
その「本計画の趣旨」にあるように、本計画は、同日

に閣議決定された「デジタル・ガバメント実行計画」の
自治体の取組みの具体化と支援策等のとりまとめで
あり、法的な強制力があるものではない。地方自治法
上の「技術的助言」は、規範性・拘束性をもたないとさ
れている。

本計画で掲げられる政策は、「地方公共団体情報
システムの標準化に関する法律」などの法的な義務
付けや、補助金や交付金などの金銭的支援に誘導さ
れ自治体での実施が進められることになる。また、本
計画は、デジタル改革関連法の成立以前に作成され
たものであり、「（仮称）Gov-Cloudの活用に向けた
検討、デジタル庁の設置など国の動向を反映させるよ

はじめに
2020年９月に発足した菅内閣の目玉政策は「デジ

タル庁の設置」による「行政のデジタル化」である。
今回は、これまでの「行政のデジタル化」の取組み

の経緯を概観し、その中で、自治体に大きな影響を与
える「自治体ＤＸ推進計画」について、その位置付け
と課題について述べたい。

国のＩＴ（情報技術）戦略と行政のデジタル化
我が国のIT（情報技術）の活用のための政策は、
2000年のＩＴ基本法に基づく2001年のe-Japan戦
略から以下の表のように様々な戦略、宣言、計画に基
づき推進されてきた。
「行政のデジタル化」については、世界最先端ＩＴ国
家創造宣言・官民データ活用推進基本計画（2017年

う適宜見直しを行う」、「総務省は、国の施策展開を踏
まえつつ、業務改革（ＢＰＲ）を含めた標準化等の進め
方について『（仮称）自治体ＤＸ推進手順書』として、
21年夏を目途に提示する」と、あるように、中間的なも
のである。

「自治体ＤＸ推進計画」の概要
本計画の内容は、以下のように（自治体の）推進体
制の構築と、（自治体の取り組むべき）重点取組事項
の２つの柱からなる。

なお、「自治体ＤＸの取組みとあわせて取り組むべき
事項」として、①地域社会のデジタル化、②デジタルデ
バイド対策（地域住民に対するきめ細やかなデジタル

活用支援）も記されている。

「自治体ＤＸ推進計画」の中核的取組み
～システムの標準化～
重点取組事項の中でも力点が置かれるのが、目標
時期を2025年度とする「(仮称)Gov-Cloud」の活
用による自治体の情報システムの標準化である。「地
方公共団体情報システムの標準化に関する法律
（2021年５月12日成立、2021年９月１日施行予定）」
において、この方向は法定されており、①情報システ
ムの標準化の対象範囲を政令で定め、②国が基本方
針を作成したうえで、③各省の管轄する情報システム
の基準を策定し、④地方公共団体による基準に適合
した情報システムの利用を行うものとしている（地方
公共団体の①の事務の処理に利用する情報システ
ムは、③の基準に適合することが必要）。現時点で、①
については、児童手当、住民基本台帳、選挙人名簿管
理、固定資産税、個人住民税などの17の事務が想定
されている。
その他の措置として地方公共団体は、国による全
国的なクラウド（（仮称)Gov-Cloudを想定）活用の
環境整備の状況を踏まえつつ、当該環境においてク
ラウドを活用して情報システムを利用するよう努める
こと、国は、標準化のために必要な財政措置を講ず
るよう努めるとともに、地方公共団体が基準への適
合を判断するための支援等を実施すると定められて
いる。

～マイナンバーカードを活用した行政
の手続きのオンライン化～
標準化が行政側の合理化の課題とすると、利用者

の利便性を高める中心的な取組みが、マイナンバー
カードを活用する行政手続きのオンライン化である。
　本計画では、デジタル化による利便性の向上を国
民が早期に享受できるよう、2022年度末を目指して、
主に住民がマイナンバーカードを用いて申請を行う
ことが想定される手続（31手続）について、マイナ

ポータル（インターネット上の専用サービスサイト）か
らマイナンバーカードを用いてオンライン手続を可能
にするとしている。31手続きの内訳は、子育て関係
（15手続）、介護関係（11手続）、被災者支援（罹災
証明書）、自動車保有関係（４手続）である。オンライ
ン手続の前提となるマイナンバーカードについては、
2022年度末までにほとんどの住民が保有している
ことを目指している。

自治体の「自治体ＤＸ推進計画」への対応
自治体はこれまで、独自に行政のシステム化を進め

るとともに、マイナンバー関連法（2013年公布）によ
るマイナンバーカードの交付や活用などの法律や政
令、国のデジタル・ガバメント実行計画に示された全
国的な課題に取り組んでおり、それぞれの自治体がＩ
Ｔ推進計画や情報システム化計画などの名称で計画
的な取組みを進めてきた。
総務省の「自治体ＤＸ推進計画」を踏まえた自治体
計画としては、埼玉県が既に「埼玉県デジタルトラン
スフォーメーション推進計画」（2021年３月）を策定し
ている。
デジタル改革関連法の成立が2021年５月となっ

たこと、また「（仮称）自治体ＤＸ推進手順書」などの
政策の詳細が今後明らかにされることから、国のデ
ジタル改革の方針や計画に対応した自治体計画が
本格的に策定されるのは、2021年度中になると思
われる。

「自治体ＤＸ推進計画」の課題
「デジタル・ガバメント実行計画（2020年12月改
定）」において、国は「取組みにおいては、多様な地方
公共団体の実情や進捗をきめ細かく把握し、丁寧に
意見を聴いて進める」としている。「自治体ＤＸ推進
計画」は強制力がなく、また、各自治体の保有する多
様なシステムの情報も国側が全て把握しているわけ
ではないので、国と地方の協働が標準化等の施策の
推進の鍵といえる。

一方、2020年12月に公表された方針や計画の事
業において既に様々なトラブルや遅れが起きている。
2021年３月に予定されていたマイナンバーカードの
健康保険証としての利用も不備が発覚し10月までは
本格運用に入れない状況であり、「自治体ＤＸ推進計
画」の重点取組事項のマイナンバーカードの普及促
進についても、2022年度末の目標の達成困難との見
込みがIT改革担当相により示されている。
デジタル関連のトラブルにおいて、留意が必要なの
は、原因は国にあるが、苦情を受け非難の矢面に立た
されるのが住民に近い市町村である例が多く見られ
ることである。例えば「デジタル・ガバメント実行計画
（2020年12月改定）」には、特別定額給付金のマイ
ナンバー利用時の混乱について「マイナポータルから
送信された申請受付データをデジタルデータのまま
処理する体制が整っていなかった」としているが、体
制を整えず、不完全なデータを自治体に渡るようにし
たのは国（総務省）であり、給付の遅れで住民の苦情
を受けたのは市町村である。
そのような場合、国が責任を明確にしないならば、

自治体の不信感を生み、その不信感がシステムの標
準化や行政のオンライン化という正しい方向の取組
みについても推進の障害となることが予想される。自
治体にとって、国の方針に従うことが住民とのトラブ
ルにつながるのならば、できるだけ（成功事例がある
程度示されるまで）取組みを遅らせることが合理的な
選択になってしまい意欲的・先進的な取組みがなされ
なくなる。
続発するデジタル関連のトラブルについては、案件

ごとに記録とともに責任を明確化することが求められ
る。それが、遠回りでも国と自治体・住民の間の信頼を
醸成し改革の推進につながると思われる。
加えて、自治体が原因である場合でも、トラブル
発生時、発生後の対応において、住民の理解と信
頼感を確保できる方針と体制の整備が、各自治体
の今後策定するＤＸ推進計画の中でも求められる
だろう。

5月30日閣議決定）の下に「デジタル・ガバメント推進
方針」（2017年５月30日IT総合戦略本部決定）が策
定され、それに基づき「デジタル・ガバメント実行計
画」が策定・改定されてきた。
しかしながら、2020年1月からの新型コロナウイル
ス感染症の流行への対応において、世界最先端IT
国家、デジタル国家を標榜していたにもかかわらずデ
ジタル分野に関わる様々なトラブルが発生し、その度
ごとに対応を迫られるとともに、社会全体のデジタル
化の遅れがあらわになった。
そのため、菅内閣により、「デジタル社会の実現に
向けた改革の基本方針」（2020年12月25日閣議決
定）においてＩＴ基本法の全面的な見直しを行い、デ
ジタル社会の形成に関する司令塔として、デジタル庁
を設置することが示された。

が続いている。
　内訳をみると、持家は、昨年10～12月期に同＋
0.4％と5四半期ぶりに前年を上回り、本年1～3月
期は同＋14.5％、4月も同＋14.9％と高い伸びと
なったものの、分譲は本年1～3月期以降、マンション
の落ち込みが大きく、1～3月期は同▲10.0％、4月
も同▲23.6％と大きく減少した。

　一方、不動産経済研究所が発表している埼玉県
のマンション発売戸数は、モデルルームへの集客が
困難だったことなどから、昨年1～3月期は前年比▲
74.3％、4～6月期は同▲75.7％と、前年を大幅に下
回っていたが、7～9月期以降はそれまでの反動も
あって、前年を上回って推移している。4月についても、
前年の落ち込みが大きかったことから、同＋85.1％と
前年を大きく上回っているが、コロナ感染拡大前の5
年間（2015～2019年）平均の4月の販売水準と比
べると、6割程度の水準にとどまっている。
〈先行き〉　利便性のよい駅近のマンション販売価格
が高止まりしていること、コロナ禍においてテレワーク
が普及し始めていることから、マンションを避け、駅か
ら離れた郊外の持家を求める傾向が続くとみられる。
マンションが減少する一方で、持家が増加し、先行き
の住宅投資は横ばいで推移するとみられる。
○設備投資
〈現状〉　関東財務局の本年3月発表の法人企業景
気予測調査によると、埼玉県内企業の2020年度の

設備投資計画額（実績見込み）は前年度比+3.5％と
前年を上回ったとみられる。当財団が本年4月に実施
した企業経営動向調査においても、1～3月期の設備
投資の季調済BSI（前四半期に比べて、設備が「増
加」した企業の割合－「減少」した企業の割合）は＋3
と、昨年10～12月期の▲6から改善しており、設備投
資は持ち直している。

〈先行き〉　6月発表の法人企業景気予測調査によ
ると、埼玉県内企業の2021年度設備投資計画額は、
前年比＋7.9％と前年を上回っている。前回3月の同
調査では、設備が「過大」とする企業が「不足」とす
る企業よりも多かったが、今回調査では、「不足」とす
る企業が「過大」とする企業よりも多くなった。
　設備投資は持ち直しの動きが続くとみられる。
○公共投資
〈現状〉　2020年度の埼玉県の公共工事請負金額
は、前年比＋4.2％と2年連続で前年を上回った。発
注者別では、市町村と地方独立行政法人等が前年
割れとなったものの、国と埼玉県は前年を上回った。
4～5月の公共工事請負金額についても前年を上
回って推移している。
〈先行き〉　埼玉県の2021年度の一般会計当初予
算における公共事業費は前年度当初予算比▲3.4％
となったが、2月の2020年度補正予算と合わせてみ
ると、前年度比＋19.5％の1,396億円となり、国の

「防災・減災、国土強靭化のための5か年加速化対
策」（2021年度～2025年度の5年間）により、防災・
減災対策が推進される。公共投資の先行きは前年を
上回って推移するとみられる。

今後は国内外でワクチン接種が進むことにより、埼
玉県の景気は持ち直しの動きが続くとみられる。
生産は緩やかな持ち直しの動きが続くとみられる。
雇用・所得は回復し、ワクチン接種が進むことで、外
食や旅行等サービス需要が徐々に高まり、個人消費
は回復に向けた動きが続くとみられる。住宅投資は
横ばいで推移するとみられる。設備の不足感から設
備投資は増加し、公共投資は前年を上回って推移す
るとみられる。
但し、国内外でのワクチン接種の動向や、感染状
況によっては、下振れする可能性もある。（太田富雄）

推進体制の構築
①組織体制の整備
　首長、CIO、CIO補佐官等を含めた全庁的なマネジメント体制
の構築
②デジタル人材の確保・育成
　外部人材の活用・職員の育成を推進
③計画的な取組み
　重点取組事項に係る目標時期や国の動向（標準仕様策定等）を
踏まえ、工程表の策定等による計画的な取組み
④都道府県による市区町村支援

重点取組事項
①自治体の情報システムの標準化・共通化
　目標時期を2025年度とし、「(仮称)Gov-Cloud」の活用に向け
た検討を踏まえ、基幹系17業務システムについて国の策定す
る標準仕様に準拠したシステムへ移行
②マイナンバーカードの普及促進
　2022年度末までにほとんどの住民がマイナンバーカードを保
有していることを目指し、交付円滑化計画に基づき、申請を促進
するとともに交付体制を充実
③行政手続のオンライン化
　2022年度末を目指して、主に住民がマイナンバーカードを用
いて申請を行うことが想定される手続（31手続）について、マイ
ナポータルからマイナンバーカードを用いてオンライン手続を
可能に
④AI・RPAの利用推進
　①、③による業務見直し等を契機に、AI・RPA導入ガイドブックを
参考に、AIやRPAを導入・活用を推進
⑤テレワークの推進
⑥セキュリティ対策の徹底
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　所得についてみると、県内企業の現金給与総額
（埼玉県毎月勤労統計調査）は、昨年11月以降、前
年割れが続いたが、3月は前年比＋3.5％とプラスに
転じた。
　県内の雇用・所得環境は、厳しい状況にあるが、持
ち直しの動きがみられる。
〈先行き〉　当財団が4月に実施した埼玉県内賃金
改定状況調査によると、2021年度に正社員の賃上
げを実施するとした企業の割合は66.0％、非正社員
の賃上げを行う企業は26.5％といずれも3年ぶりに
増加した。賃上げ率については前年比+1.9％であっ
たが、本調査開始以降10年間、1.8～2.2％であるこ
とを考えると、大きな変動はなかった。

本年1～3月期の全国の実質経済成長率は、前期
比年率▲3.9％と3四半期ぶりのマイナス成長となっ
た。新型コロナウイルス感染拡大の影響で、大きく落
ち込んだ昨年4～6月期を底に、景気は持ち直しに転
じていたものの、年明け以降、東京圏や大阪圏を中
心とした11都府県に2回目の緊急事態宣言が発出さ
れ、個人消費が大きく落ち込んだ。足元では、感染拡
大により、サービス支出を中心に個人消費が弱い動
きとなっているものの、景気は総じてみれば持ち直し
の動きが続いている。

埼玉県についても、依然として厳しい状況にあるも
のの、持ち直しの動きがみられる。生産は全国と比べ
て回復テンポは鈍いものの、持ち直している。外食や
旅行等サービス関連支出は低水準であるものの、食
料品や家具・家事用品などで巣ごもり需要が引き続き
みられ、個人消費は、総じてみれば緩やかな持ち直し
の動きが続いている。設備投資、公共投資は持ち直し
ているものの、住宅投資は弱い動きが続いている。

○生産
〈現状〉　全国の鉱工業生産指数は、昨年4～6月期
を底に反転し、本年4月はコロナ感染拡大前（一昨年
10～12月期）の水準を上回った。埼玉県の鉱工業生
産指数も、昨年4～6月期まで4四半期連続で低下し
た後、持ち直しに転じたが、全国に比べると回復テン
ポは鈍くなっている。
　全国と比べると、埼玉県の製造業でウエイトの高
い食料品の生産指数は、首都圏の生産拠点としての
機能から、高くなっているものの、輸送機械の生産指
数が低くなっている。全国では、中国や米国向けの輸
出に支えられ、輸送機械の生産指数が昨年7～9月
期以降、回復している。県内の輸送機械の生産は国
内向けが多く、回復が遅れている。

〈先行き〉　今後は国内外でワクチン接種が進んで、
経済活動が正常化に向かえば、県内生産は緩やかな
持ち直しの動きが続くとみられる。
○雇用・所得
〈現状〉　県内の常用雇用指数（埼玉県毎月勤労統
計調査）をみると、昨年11・12月にコロナ感染拡大前
の水準を回復したものの、2回目の緊急事態宣言が
発出されると再び低下した。3月は前年比▲0.8％の
水準にあるものの、前月からは改善している。
　有効求人倍率をみると、4月の受理地別倍率（季

先行きの県内の雇用・所得については、国内外で
ワクチン接種が進んで、経済活動が正常化に向かえ
ば、持ち直しの動きが続くとみられる。
○個人消費
〈現状〉　県内（さいたま市）の二人以上世帯の消費
支出（住居費等を除く、家計調査）をみると、昨年7～
9月期の前年比▲15.0％を底に持ち直しに転じた。
　食料品は昨年来、前年比で多少の増減はあったも
のの、本年4月も前年比＋1.1％と底堅く推移してい
る。昨年4～6月期以降、前年割れが続いていた家
具・家事用品は4月に前年比＋58.4％と大きく伸び、
巣ごもり需要が続いていることが窺える。
　一方、サービス関連支出は、2回目の緊急事態宣
言が3月に終了し、4月以降、外食が前年比＋19.5％、
宿泊料が前年比＋98.5％とプラスに転じたものの、
昨年4月に１回目の緊急事態宣言が発出されて大き
く落ち込んだ反動で、2019年との比較では、外食が
約4割、宿泊料が5％程度の水準と、いまだ低水準と
なっている。
　供給側の統計からみても、生活必需品や感染予
防のための衛生用品、巣ごもり需要対応型の商品を
供給している業態は堅調である。スーパーやドラッグ
ストアは、本年１～3月期以降は前年水準が高かった
ことから、マイナスに転じているものの、昨年1～3月
期以来4四半期連続で前年比プラスで推移した。家
電大型専門店も高い伸びが続いている。ホームセン

節調整値）は0.94倍となった。同倍率は一昨年5月の
1.34倍をピークに、昨年12月の0.85倍まで低下し、
その後持ち直している。

ターも昨年1～3月期以来、プラスで推移している。
　自動車販売についてみると、埼玉県内の新車販
売台数（軽自動車含む乗用車）は、昨年7～9月期ま
で4四半期連続で前年を下回ってきたが、10～12月
期は消費税率引き上げに伴う反動減の影響で前年
実績が落ち込んでいたこともあって、前年比＋
17.2％と大幅に前年を上回った。本年1～3月期は
緊急事態宣言が発出されたこともあり、伸びはやや
鈍化したものの、4～5月は昨年の緊急事態宣言発
出による販売活動の制約から前年実績が落ち込ん
でいたこともあって、前年比＋38.6％と大幅に上
回った。

　外食や旅行等、サービス関連支出は低水準である
ものの、食料品や家具・家事用品など巣ごもり需要が
引き続きみられ、個人消費は、総じてみれば緩やかな
持ち直しの動きが続いている。 
〈先行き〉　今後は巣ごもり需要が一巡し、財に対す
る消費は徐々に落ち着いてくるものとみられる。一方、
ワクチン接種が進んでいくことで、外食や旅行等サー
ビス関連需要が徐々に高まり、個人消費は緩やかな
持ち直しの動きが続くものとみられる。
○住宅投資
〈現状〉　埼玉県の新設住宅着工戸数は、2018年7
～9月期以来、前年を下回って推移し、昨年10～12月
期には前年比＋0.6％とプラスに転じたものの、本年
1～3月期は同▲0.6％、4月は同▲8.9％と弱い動き

2020年以後の「世界最先端デジタル国家創造宣
言・官民データ活用推進基本計画」(2020年７月17
日閣議決定)、「デジタル・ガバメント実行計画」
（2020年12月25日改定、閣議決定）、デジタル改革
関連法（2021年５月12日成立）には、新型コロナウイ
ルス感染症への対応におけるデジタル化の遅れにつ
いての問題意識が反映されている。
デジタル化の遅れから発生した具体的なトラブルに
ついて、2020年12月改定の「デジタル・ガバメント実
行計画」は、「今般の新型コロナウイルス感染症拡大
への対応を通じて、以下のような行政デジタル化の課
題が指摘されたが、これらは、これまでの取組みにより
解決を目指してきた課題が一気に表面化し、社会全
体の問題として認識されたものと捉えるべきである」
として、次のような事例を挙げている。

計画上でトラブルを課題として挙げているが、デジ
タル関連のトラブルは、新型コロナウイルス感染症対
策において、スマートフォン向けの接触確認アプリ
「COCOA」の不具合放置（2021年１月末の報告ま
で約４ヶ月間）、ワクチン接種円滑化システム(V-SYS)
の不具合の発生（同年４月）、ワクチン接種記録シス
テム（VRS）の接種券読み取りエラーの発生（同年４
月）と続いているのが現状である。

国の「自治体ＤＸ推進計画」の位置付け
国の「行政デジタル化」政策を背景として、総務省

が「自治体ＤＸ推進計画」（以下、本計画）を2020年
12月25日に公表した。ＤＸとは、デジタルトランス
フォーメーションの略で、ＩＣＴ（情報通信技術）の浸透
が人々の生活をあらゆる面でより良い方向に変化さ
せること、と定義している。
その「本計画の趣旨」にあるように、本計画は、同日

に閣議決定された「デジタル・ガバメント実行計画」の
自治体の取組みの具体化と支援策等のとりまとめで
あり、法的な強制力があるものではない。地方自治法
上の「技術的助言」は、規範性・拘束性をもたないとさ
れている。

本計画で掲げられる政策は、「地方公共団体情報
システムの標準化に関する法律」などの法的な義務
付けや、補助金や交付金などの金銭的支援に誘導さ
れ自治体での実施が進められることになる。また、本
計画は、デジタル改革関連法の成立以前に作成され
たものであり、「（仮称）Gov-Cloudの活用に向けた
検討、デジタル庁の設置など国の動向を反映させるよ

はじめに
2020年９月に発足した菅内閣の目玉政策は「デジ

タル庁の設置」による「行政のデジタル化」である。
今回は、これまでの「行政のデジタル化」の取組み

の経緯を概観し、その中で、自治体に大きな影響を与
える「自治体ＤＸ推進計画」について、その位置付け
と課題について述べたい。

国のＩＴ（情報技術）戦略と行政のデジタル化
我が国のIT（情報技術）の活用のための政策は、
2000年のＩＴ基本法に基づく2001年のe-Japan戦
略から以下の表のように様々な戦略、宣言、計画に基
づき推進されてきた。
「行政のデジタル化」については、世界最先端ＩＴ国
家創造宣言・官民データ活用推進基本計画（2017年

う適宜見直しを行う」、「総務省は、国の施策展開を踏
まえつつ、業務改革（ＢＰＲ）を含めた標準化等の進め
方について『（仮称）自治体ＤＸ推進手順書』として、
21年夏を目途に提示する」と、あるように、中間的なも
のである。

「自治体ＤＸ推進計画」の概要
本計画の内容は、以下のように（自治体の）推進体
制の構築と、（自治体の取り組むべき）重点取組事項
の２つの柱からなる。

なお、「自治体ＤＸの取組みとあわせて取り組むべき
事項」として、①地域社会のデジタル化、②デジタルデ
バイド対策（地域住民に対するきめ細やかなデジタル

活用支援）も記されている。

「自治体ＤＸ推進計画」の中核的取組み
～システムの標準化～
重点取組事項の中でも力点が置かれるのが、目標
時期を2025年度とする「(仮称)Gov-Cloud」の活
用による自治体の情報システムの標準化である。「地
方公共団体情報システムの標準化に関する法律
（2021年５月12日成立、2021年９月１日施行予定）」
において、この方向は法定されており、①情報システ
ムの標準化の対象範囲を政令で定め、②国が基本方
針を作成したうえで、③各省の管轄する情報システム
の基準を策定し、④地方公共団体による基準に適合
した情報システムの利用を行うものとしている（地方
公共団体の①の事務の処理に利用する情報システ
ムは、③の基準に適合することが必要）。現時点で、①
については、児童手当、住民基本台帳、選挙人名簿管
理、固定資産税、個人住民税などの17の事務が想定
されている。
その他の措置として地方公共団体は、国による全
国的なクラウド（（仮称)Gov-Cloudを想定）活用の
環境整備の状況を踏まえつつ、当該環境においてク
ラウドを活用して情報システムを利用するよう努める
こと、国は、標準化のために必要な財政措置を講ず
るよう努めるとともに、地方公共団体が基準への適
合を判断するための支援等を実施すると定められて
いる。

～マイナンバーカードを活用した行政
の手続きのオンライン化～
標準化が行政側の合理化の課題とすると、利用者

の利便性を高める中心的な取組みが、マイナンバー
カードを活用する行政手続きのオンライン化である。
　本計画では、デジタル化による利便性の向上を国
民が早期に享受できるよう、2022年度末を目指して、
主に住民がマイナンバーカードを用いて申請を行う
ことが想定される手続（31手続）について、マイナ

ポータル（インターネット上の専用サービスサイト）か
らマイナンバーカードを用いてオンライン手続を可能
にするとしている。31手続きの内訳は、子育て関係
（15手続）、介護関係（11手続）、被災者支援（罹災
証明書）、自動車保有関係（４手続）である。オンライ
ン手続の前提となるマイナンバーカードについては、
2022年度末までにほとんどの住民が保有している
ことを目指している。

自治体の「自治体ＤＸ推進計画」への対応
自治体はこれまで、独自に行政のシステム化を進め

るとともに、マイナンバー関連法（2013年公布）によ
るマイナンバーカードの交付や活用などの法律や政
令、国のデジタル・ガバメント実行計画に示された全
国的な課題に取り組んでおり、それぞれの自治体がＩ
Ｔ推進計画や情報システム化計画などの名称で計画
的な取組みを進めてきた。
総務省の「自治体ＤＸ推進計画」を踏まえた自治体
計画としては、埼玉県が既に「埼玉県デジタルトラン
スフォーメーション推進計画」（2021年３月）を策定し
ている。
デジタル改革関連法の成立が2021年５月となっ

たこと、また「（仮称）自治体ＤＸ推進手順書」などの
政策の詳細が今後明らかにされることから、国のデ
ジタル改革の方針や計画に対応した自治体計画が
本格的に策定されるのは、2021年度中になると思
われる。

「自治体ＤＸ推進計画」の課題
「デジタル・ガバメント実行計画（2020年12月改
定）」において、国は「取組みにおいては、多様な地方
公共団体の実情や進捗をきめ細かく把握し、丁寧に
意見を聴いて進める」としている。「自治体ＤＸ推進
計画」は強制力がなく、また、各自治体の保有する多
様なシステムの情報も国側が全て把握しているわけ
ではないので、国と地方の協働が標準化等の施策の
推進の鍵といえる。

一方、2020年12月に公表された方針や計画の事
業において既に様々なトラブルや遅れが起きている。
2021年３月に予定されていたマイナンバーカードの
健康保険証としての利用も不備が発覚し10月までは
本格運用に入れない状況であり、「自治体ＤＸ推進計
画」の重点取組事項のマイナンバーカードの普及促
進についても、2022年度末の目標の達成困難との見
込みがIT改革担当相により示されている。
デジタル関連のトラブルにおいて、留意が必要なの
は、原因は国にあるが、苦情を受け非難の矢面に立た
されるのが住民に近い市町村である例が多く見られ
ることである。例えば「デジタル・ガバメント実行計画
（2020年12月改定）」には、特別定額給付金のマイ
ナンバー利用時の混乱について「マイナポータルから
送信された申請受付データをデジタルデータのまま
処理する体制が整っていなかった」としているが、体
制を整えず、不完全なデータを自治体に渡るようにし
たのは国（総務省）であり、給付の遅れで住民の苦情
を受けたのは市町村である。
そのような場合、国が責任を明確にしないならば、

自治体の不信感を生み、その不信感がシステムの標
準化や行政のオンライン化という正しい方向の取組
みについても推進の障害となることが予想される。自
治体にとって、国の方針に従うことが住民とのトラブ
ルにつながるのならば、できるだけ（成功事例がある
程度示されるまで）取組みを遅らせることが合理的な
選択になってしまい意欲的・先進的な取組みがなされ
なくなる。
続発するデジタル関連のトラブルについては、案件

ごとに記録とともに責任を明確化することが求められ
る。それが、遠回りでも国と自治体・住民の間の信頼を
醸成し改革の推進につながると思われる。
加えて、自治体が原因である場合でも、トラブル
発生時、発生後の対応において、住民の理解と信
頼感を確保できる方針と体制の整備が、各自治体
の今後策定するＤＸ推進計画の中でも求められる
だろう。

5月30日閣議決定）の下に「デジタル・ガバメント推進
方針」（2017年５月30日IT総合戦略本部決定）が策
定され、それに基づき「デジタル・ガバメント実行計
画」が策定・改定されてきた。
しかしながら、2020年1月からの新型コロナウイル
ス感染症の流行への対応において、世界最先端IT
国家、デジタル国家を標榜していたにもかかわらずデ
ジタル分野に関わる様々なトラブルが発生し、その度
ごとに対応を迫られるとともに、社会全体のデジタル
化の遅れがあらわになった。
そのため、菅内閣により、「デジタル社会の実現に
向けた改革の基本方針」（2020年12月25日閣議決
定）においてＩＴ基本法の全面的な見直しを行い、デ
ジタル社会の形成に関する司令塔として、デジタル庁
を設置することが示された。

が続いている。
　内訳をみると、持家は、昨年10～12月期に同＋
0.4％と5四半期ぶりに前年を上回り、本年1～3月
期は同＋14.5％、4月も同＋14.9％と高い伸びと
なったものの、分譲は本年1～3月期以降、マンション
の落ち込みが大きく、1～3月期は同▲10.0％、4月
も同▲23.6％と大きく減少した。

　一方、不動産経済研究所が発表している埼玉県
のマンション発売戸数は、モデルルームへの集客が
困難だったことなどから、昨年1～3月期は前年比▲
74.3％、4～6月期は同▲75.7％と、前年を大幅に下
回っていたが、7～9月期以降はそれまでの反動も
あって、前年を上回って推移している。4月についても、
前年の落ち込みが大きかったことから、同＋85.1％と
前年を大きく上回っているが、コロナ感染拡大前の5
年間（2015～2019年）平均の4月の販売水準と比
べると、6割程度の水準にとどまっている。
〈先行き〉　利便性のよい駅近のマンション販売価格
が高止まりしていること、コロナ禍においてテレワーク
が普及し始めていることから、マンションを避け、駅か
ら離れた郊外の持家を求める傾向が続くとみられる。
マンションが減少する一方で、持家が増加し、先行き
の住宅投資は横ばいで推移するとみられる。
○設備投資
〈現状〉　関東財務局の本年3月発表の法人企業景
気予測調査によると、埼玉県内企業の2020年度の

設備投資計画額（実績見込み）は前年度比+3.5％と
前年を上回ったとみられる。当財団が本年4月に実施
した企業経営動向調査においても、1～3月期の設備
投資の季調済BSI（前四半期に比べて、設備が「増
加」した企業の割合－「減少」した企業の割合）は＋3
と、昨年10～12月期の▲6から改善しており、設備投
資は持ち直している。

〈先行き〉　6月発表の法人企業景気予測調査によ
ると、埼玉県内企業の2021年度設備投資計画額は、
前年比＋7.9％と前年を上回っている。前回3月の同
調査では、設備が「過大」とする企業が「不足」とす
る企業よりも多かったが、今回調査では、「不足」とす
る企業が「過大」とする企業よりも多くなった。
　設備投資は持ち直しの動きが続くとみられる。
○公共投資
〈現状〉　2020年度の埼玉県の公共工事請負金額
は、前年比＋4.2％と2年連続で前年を上回った。発
注者別では、市町村と地方独立行政法人等が前年
割れとなったものの、国と埼玉県は前年を上回った。
4～5月の公共工事請負金額についても前年を上
回って推移している。
〈先行き〉　埼玉県の2021年度の一般会計当初予
算における公共事業費は前年度当初予算比▲3.4％
となったが、2月の2020年度補正予算と合わせてみ
ると、前年度比＋19.5％の1,396億円となり、国の

「防災・減災、国土強靭化のための5か年加速化対
策」（2021年度～2025年度の5年間）により、防災・
減災対策が推進される。公共投資の先行きは前年を
上回って推移するとみられる。

今後は国内外でワクチン接種が進むことにより、埼
玉県の景気は持ち直しの動きが続くとみられる。
生産は緩やかな持ち直しの動きが続くとみられる。
雇用・所得は回復し、ワクチン接種が進むことで、外
食や旅行等サービス需要が徐々に高まり、個人消費
は回復に向けた動きが続くとみられる。住宅投資は
横ばいで推移するとみられる。設備の不足感から設
備投資は増加し、公共投資は前年を上回って推移す
るとみられる。
但し、国内外でのワクチン接種の動向や、感染状
況によっては、下振れする可能性もある。（太田富雄）

推進体制の構築
①組織体制の整備
　首長、CIO、CIO補佐官等を含めた全庁的なマネジメント体制
の構築
②デジタル人材の確保・育成
　外部人材の活用・職員の育成を推進
③計画的な取組み
　重点取組事項に係る目標時期や国の動向（標準仕様策定等）を
踏まえ、工程表の策定等による計画的な取組み
④都道府県による市区町村支援

重点取組事項
①自治体の情報システムの標準化・共通化
　目標時期を2025年度とし、「(仮称)Gov-Cloud」の活用に向け
た検討を踏まえ、基幹系17業務システムについて国の策定す
る標準仕様に準拠したシステムへ移行
②マイナンバーカードの普及促進
　2022年度末までにほとんどの住民がマイナンバーカードを保
有していることを目指し、交付円滑化計画に基づき、申請を促進
するとともに交付体制を充実
③行政手続のオンライン化
　2022年度末を目指して、主に住民がマイナンバーカードを用
いて申請を行うことが想定される手続（31手続）について、マイ
ナポータルからマイナンバーカードを用いてオンライン手続を
可能に
④AI・RPAの利用推進
　①、③による業務見直し等を契機に、AI・RPA導入ガイドブックを
参考に、AIやRPAを導入・活用を推進
⑤テレワークの推進
⑥セキュリティ対策の徹底
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